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1. はじめに 

2006 年に成立した“がん対策基本法”で

は、がん対策推進基本計画の重点取組課題

として“がん登録の推進”が掲げられてい

るが、新潟県においては「がん対策を効果

的、効率的に推進し、県民の健康水準の向

上に寄与すること」を目的とした地域がん

登録事業を 1991 年 4 月より開始している。

地域がん登録事業は新潟県福祉保健部が実

施主体となり、情報収集業務を公益財団法

人新潟県健康づくり財団で、登録業務を“が

ん予防総合センター”内の新潟県がん登録

室で行っており、2011 年までの 21 年間に

約 24 万件が登録された。 

新潟県地域がん登録のデータを基に、肺

がん検診の有効性について後ろ向き研究と

して解析した。 

 

2. 対象と方法 

対象は 1991 年から昨年 3 月に予後情報

が集計報告 1)された 2004 年までの 14 年間

に新潟県地域がん登録に登録された症例で

ある。登録がなく死亡票のみの登録症例は

登録精度の面より除外し、また、多発がん、

重複がん症例も結果の解釈が複雑になるこ

とから除外した。更に、肺がんの予後に深

くかかわる因子 2)として検討した発見動機、

年令、性、病期、治療法のデータが欠損し

た症例も除外し、12,867 例を検討の対象と

した。対象例は同時期の新潟県肺がん登録

19,339 件の 66.5%に該当した。 

対象例の生存率は診断日を起点として

Kaplan-Meier 法にて算出し、予後に関与

する 5 因子（発見動機、年令、性、病期、

治療法）の各群間で単変量解析した。更に、

単変量解析で群間に有意差を認めた因子を

用いて Cox回帰分析による多変量解析を行

った。統計学的に p<0.05 を有意差ありと

判定した。 

 

3. 結果 

対象例を発見動機から検診群と非検診群

に分類すると、検診群は 5,563 例（43.2%）、

非検診群が 7,304 例（56.8%）と非検診群

が多数であった。検診には、健康増進法に

基づく肺がん検診、労働安全衛生法による

職場検診、任意で受診する人間ドックなど

が含まれる。年令因子では、平均年令が

70.4 歳にて 70 歳以下群と 71 歳以上群の 2

群に分類し、病期因子は届出票区分が病巣

の拡がりに準じて、限局型群、所属リンパ

節転移または隣接臓器浸潤群、遠隔転移群

の 3 群に分類し、治療法因子は無治療群、

外科治療群、放射線治療群、化学療法群、

その他群の 5 群に分類した。各因子におけ

る症例割合比率をみると、検診群において

は病期分類で限局型が 53.8%と進行の軽度

な症例が多いことから、治療法分類でも外
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科治療群が 65.2%と多数を占めていた。逆

に非検診群では進行例が多いことから外科

治療群は 29.1%と少数であった。各因子で

検診群と非検診群間において症例割合比率

に有意差を認めた（表 1）。5 生率は、全症

例では 29.7%で、検診群で 47.0%、非検診

群で 16.5%と検診群の生存率が有意に良好

であった（図 1）。各因子において群別に生

存率に関する単変量解析を行うと、年令別

では 70 歳以下の若年者群、性別では女性

群が良好であった（表 2）。 

 
表 1. 背景因子 

 発見動機 検診群 (%) 非検診群 (%) p 値 

  5,563 7,304   

年令   <0.0001 

 70 歳以下 3292 (59.2) 3542 (48.5) 

 71 歳以上 2271 (40.8) 3762 (51.5)  

性    <0.0001 

 男性 3843 (69.1)   5544 (75.9)

 女性 1720 (30.9)  1760 (24.1)  

病期   <0.0001 

 限局型 2993 (53.8) 1843 (25.2) 

 リンパ節転移/臓器浸潤 1688 (30.3) 2835 (38.8)

 遠隔転移  882  (15.9) 2626 (36.0)  

治療法   <0.0001 

 無治療  481 (8.6) 1787 (24.5) 

 外科治療 3625 (65.2) 2122 (29.1) 

 放射線治療  360 (6.5)  850 (11.6) 

 化学療法  565 (10.1) 1279 (17.5) 

 その他  532 (9.6) 1266 (17.3)   

  
 
図１．発見動機別にみた生存率 

 

全症例での 5 生率は 29.7%、10 生率は 19.7%で、発見動機別の 5 生率、10 生率

は、検診群で 47.0%、33.1%、非検診群では 16.5%、9.4%で、検診群の生存率が

有意に良好であった(p<0.0001)。 
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表２． 各因子おける生存率の単変量解析     

  症例数 5 生率(%) p 値 

全例  12,867 29.7%   

発見動機 検診群  5,563 47.0  <0.0001 

   非検診群  7,304 16.5   

年令 70 歳以下  6,834 36.1  <0.0001 

   71 歳以上  6,033 22.4   

性  男性  9,387 24.6  <0.0001

   女性  3,480 43.3   

病期 限局型  4,836 62.5  <0.0001 

    リンパ節転移/臓器浸潤  4,523 15.0   

 遠隔転移  3,508  3.3   

治療 a) 無治療  2,268  4.3  <0.0001 

 外科治療 5,747  58.9  

 放射線治療   1,210 11.2   

 化学療法   1,844  3.2   

 その他   1,798  7.9     

 
a)：放射線治療群 vs その他群 p=0.6、以外は全て p<0.0001  
表３． Cox 回帰分析による生存率の多変量解析   

  ハザード比（95%信頼区間） p 値

発見動機 非検診群 1.0  

   検診群 0.649(0.622-0.677) <0.001 

年令 70 歳以下 1.0   

   71 歳以上 1.332(1.278-1.387) <0.001 

性  男性 1.0   

   女性 0.663(0.632-0.695) <0.001 

病期 限局型 1.0   

    リンパ節転移/臓器浸潤 2.401(2.275-2.534) <0.001 

 遠隔転移 3.755(3.530-3.995) <0.001  

治療法 無治療 1.0   

 外科治療 0.248(0.233-0.264) <0.001  

 放射線治療 0.609(0.567-0.655) <0.001  

 化学療法 0.639(0.599-0.680) <0.001  

 その他 0.488(0.457-0.521) <0.001  

 

病期分類で生存率は進行度に比例し、治療

法別でも外科治療群は他の治療法群と比較

し有意に良好であった。単変量解析で有意

差を認めた 5 因子（発見動機、年令、性、

病期、治療法）で Cox 回帰分析による多変

量解析を行うと、5 因子ともに肺がん症例

の生存に関与する夫々独立した因子であり、

検診の有無は生存に深く関与していること

が明らかとなった（表 3）。 

 

4. 考察 

肺がん症例の予後に関与する因子として、

進行度の指標である病期分類と、唯一の根

治的治療が外科的切除であることから治療

法分類に年令を加えた 3 因子は、重要な予

後因子として一般的に認識されている。更

に、明らかな理由は不明であるが、性別か

ら女性であることも独立した良好な予後因

子として既に報告されている 2)。小細胞肺

がんは非小細胞肺がんに比較し予後不良で

あることから病理組織型も予後規定因子の
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一つであるが、本邦においては小細胞肺が

んの比率が極めて低く 3)、また、地域がん

登録では病理診断名の記載例が少ないこと

から、今回の検討因子からは除外した。 

検診に関する有効性評価は長い間議論と

なっており、欧米ではエビデンスレベルの

高い無作為化比較試験（RCT：Randomized 

Controlled Trial）での検証が求められてい

ることから、我が国と諸外国とでは肺がん

検診有効性の評価が異なっていた。 

本邦では 1987 年に肺がん検診が導入さ

れ、対象例を無作為に検診群と非検診群の

2 群に分けて前向きに生存率や死亡率を比

較する RCT が道義上施行できない状況か

ら、発見動機別の生存率で比較し、Naruke

は検診に有効性ありと始めて報告した 4)。

その後、1990 年代に厚労省の班研究として

全国で 4 つの症例対照研究が行われ、これ

らの症例対照研究の結果 5-9)を踏まえて

2001 年に久道班は、「検診による死亡率減

少があるとする相応の根拠がある」と報告

した 10)。一方、米国においてはアメリカ国

立癌研究所(NCI)の共同研究として 3 つの

RCT(Memorial Lung project, Johns 

Hopkins Lung project, Mayo Lung 

project)が 1970 年代～1980 年代に実施さ

れたが、いずれも検診群での肺がん死亡率

減少効果は示されなかった 11)。RCT で検

診の有効性が証明されなかったことから、

欧米では肺がんの検診効果に最近までは否

定的であったが、2000 年代に CT 検診と X

線検診とを比較した RCT を行い、CT 検診

では肺がん死亡を 20%減少させると 2011

年に報告 12)され、現在は CT 検診が注目さ

れてきている。  
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